




























要約 全国約 500 施設の小児科を対象として、1986 年に開始した小児虐待の継続実態調査

に報告された 431 例を、診断年で 1970-1984 年、1985-1987 年、1988-1990 年の 3期に分け、

虐待背景を比較した。 

超未熟児、早産/早期の出生、障害合併など高度医療を要する子供の虐待が時代と共に増加

傾向にあり、望まぬ妊娠出産や継父が養育を望まない場合の虐待が増加していた。また、

親が精神疾患、知恵遅れ、生育歴、若年などで、育児能力が欠如していたり、育児負担が

過大となった家庭が増加し、同胞も共に虐待されている例が増加していた。父親による虐

待や身体的暴行が増加し、0 歳で虐待に遭った例が増加していた。一方、治療過程での他

機関との連携が増加し、虐待に対する認識が広がってきたことが確認された。しかし、転

帰、再発率には改善が見られなかった。増加傾向を示した虐待要因は社会状況の変化を反

映しており、今後、小児虐待の増加が予想される。虐待の高危険因子の殆どは産科での把

握が可能であり、その時期からの具体的な支援対策が重要である。 


